
（単位：千円）

科　　　目 金　額 科　　　目 金　額
流　動　資　産 824,703 流　動　負　債 52,421

現 金 及 び 預 金 398,666 工 事 未 払 金 30,919
受 取 手 形 83,958 未 払 金 2,275
完成工事未 収金 76,829 未 払 法 人 税 等 8,843
有 価 証 券 45,892 未 払 費 用 179
棚 卸 資 産 23,011 預 り 金 4,032
仮 払 金 △2,299 賞 与 引 当 金 3,100
保 険 料 積 立 金 38,169 未 払 消 費 税 等 3,071
前 払 保 険 料 160,474

固　定　負　債 59,689
社 債 35,000
退職給付引 当金 23,724
貸 倒 引 当 金 964

固　定　資　産 16,130
有形固定資産 6,182 112,110

車 両 運 搬 具 6,182
株　主　資　本 728,723

無形固定資産 698 資 　　本　　金 20,000
電 話 加 入 権 698 利益剰余金 710,723

利 益 準 備 金 19,000
投資その他の資産 9,249 その他利益剰余金 691,723

差 入 保 証 金 7,506 別 途 積 立 金 53,000
敷 金 1,644 繰越利益剰余金 638,723
リサイクル預託金 99 自己株式 △2,000

728,723
840,834 840,834

純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表
（令和5年3月31日現在）

第 42期 決 算 公 告

負 債 合 計
純　資　産　の　部

資　産　の　部 負　債　の　部

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計



1 この計算書類は中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　　　時価のあるもの 総平均法に基づく原価法
　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法 最終仕入原価法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産 定率法
　　　無形固定資産 定率法
（3）引当金の計上基準
　　　貸倒引当金 法人税法の規定による法定繰入率
　　　退職給付引当金 退職金規定に基づく期末要支給額
（4）消費税等の会計処理 税抜方式
（5）会計方針の変更
　　　受取手形 偶発債務を示さない仕訳

3 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行株式の種類及び総数に関する事項
　　　種類　　普通株式　　　　総額　　　　２２，０００株
（2）１株当たり情報に関する注記
　　　１株当たりの純資産金額 33,123 円 82銭
　　　１株当たりの当期純利益金額 2,693 円 29銭
（3）配当に関する事項
　　　配当金の総額 1,540,000 円
　　　１株当たり配当額 70 円 00銭
　　　基準日 令和4年3月30日
　　　効力発生日 令和4年6月15日

個　　別　　注　　記　　表
自　令和　4年　4月　1日
至　令和　5年　3月31日


